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４-７ 通常の設計手法との比較 

表 ４-１０～表 ４-１２は， tlog 法 [35]による長期沈下量を各エリアについて計算した結

果である． tlog 法は次式で長期沈下量（ sS ）を簡易に求める方法で，高速道路建設では一

般的に用いられている． 
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tは沈下量を求める任意の時間， 0t は基準とする日で施工開始から 600日とする場合が多

い． は， 0t 以降の沈下曲線の傾き（図 ４-３７）であるが，過去の経験値または実測沈下

曲線から求めるとされており，新規に盛土を構築する場合は設定が困難である． 

 

 

図 ４-３７ 長期沈下の模式図 [36] 

 

このため，今回の高速道路本体の盛土の設計では，真空圧密工法を全面的に採用すること

を前提に，以下の推定式 [11]， [37]を用いて自然含水比（ nw （％））と軟弱層厚（D（m））の

関係から を求めるものとした． 
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また，真空圧密工法を採用したことによる改良効果については，改良後の過圧密比を次式

で推定したうえ，深沢ら [38]が整理した過圧密比と二次圧密係数比の関係を参考に，二次圧

密係数比（ R ）を求めて式（４-６）に乗じることで，沈下量を低減するものとした [11]． 
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0p  ：載荷前の有効土被り圧（kN/m2） 

p  ：設計盛土荷重（kN/m2） 

1p ：サーチャージ盛土荷重（kN/m2） 

2p ：真空載荷荷重（kN/m2） 

U  ：負圧載荷停止時の圧密度（％） 

 

よって，式（４-６）は式（４-９）のとおりとなる． 
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式（４-９）で求めた供用開始 20 年後の沈下量は，Area1 で約 18cm，Area2 で約 23cm，

Area3 で約 28cm（表 ４-１０～表 ４-１２）で，前項に示した FEM 解析による長期沈下予

測結果（表 ４-９）と極めて近い結果となった（表 ４-１３）． 

 

表 ４-１０ tlog 法による長期沈下量の計算結果（Area1） 
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表 ４-１１ tlog 法による長期沈下量の計算結果（Area2） 

 

 

表 ４-１２ tlog 法による長期沈下量の計算結果（Area3） 

 

 

表 ４-１３ FEMと tlog 法の比較 
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４-８ 試験工事の結果の総括 

表 ４-１４に，今回の試験工事で確認した点を整理した． 

 

４-８-１ 改良（圧密促進）効果と沈下挙動 

真空圧密工法の改良効果については，各エリアで確認できた．特に圧密降伏応力の向上傾

向からシート式真空圧密工法の圧密促進効果が高かったと考える．キャップ式真空圧密工

法では，盛土の上載荷重による圧密効果だけでは高有機質土層（Apt）を気密シール層とし

て十分に機能させることができなかった．キャップ式真空圧密工法を採用する場合は，何ら

かの方法で最上部の高有機質土層の気密性を確保する工夫が必要となる．また，Area1でシ

ート式真空圧密工法の改良範囲外側に打設した矢板は，圧密促進効果を向上させ，負圧載荷

期間を低減した． 

深層型沈下計の挙動から，Area1，Area2 で深度 30m程度，Area3 で深度 35～40m程度ま

での範囲に沈下が及んでおり，Area1，Area2 は深度 20m付近，Area3は深度 30m付近まで

の挙動が顕著であることを確認した． 

なお，負圧載荷停止から 1年後の沈下速度は，Area3 で 1日当り約 0.2mmであった．負圧

載荷開始日から 600日後の沈下量を基準として，供用開始から 20年後の沈下量を複数の解

析手法で予測した結果，何れのエリアでも最大値で 0.2m～0.3m程度の残留沈下量となった．

この結果は，従来の tlog 法による推定結果と非常に調和的であった．このことから，高速

道路本体盛土の残留沈下対策は，従来の tlog 法で沈下量を推定して検討すれば良いという

ことになる．供用開始日を基準とした場合は，その後 20年間の残留沈下量は Area1と Area2

で約 0.1m，Area3 で約 0.2mとなる．供用開始後の残留沈下は管理上問題とならない程度に

制御できる可能性が高い． 

 

４-８-２ 中間砂層の影響 

中間砂層については，何れの工法でもその下方の土層で間隙水圧が低下しており，大きな

影響は受けていない．逆に，シート式真空圧密工法で打設した矢板やキャップ式真空圧密工

法の遮水シールの効果は明確にできなかった．特にキャップ式真空圧密工法では，中間砂層

の範囲を遮水するより，地表面の気密性の確保により注力すべきであると考える． 

また，Area1に打設した矢板は Area3 との比較から，改良範囲外の間隙水圧の変化を抑制

した可能性がある．このことは，次項で述べる周辺地盤の変状抑制にも寄与しているはずで

ある． 

 

４-８-３ 周辺地盤への影響 

周辺地盤の変位は何れの工法も改良範囲側に引き込む方向に発生し，水田が変状して耕

作に支障を来すこととなった．水田の変状は，客土で補修可能であったが，建設機械を水田

に乗り入れることができないため，耕土の搬入等に工夫が必要であった．キャップ式真空圧
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密工法は，改良範囲端部付近で改良効果が低下してしまっている可能性が高いが，これによ

り周辺地盤への影響を緩和する結果となった． 

また，シート式真空圧密工法では，改良範囲外周に矢板を打設すると圧密促進効果がさら

に向上するうえ，周辺地盤の変状も大幅に低減した． 盛土の施工に伴い，引き込まれた周

辺地盤が押し戻されることも期待したが，改良範囲外側に設置した地中傾斜計の動きを見

てもそのような挙動は顕著でなかった．ただし，Area1については，負圧載荷停止後に矢板

を引き抜いた後，地中変位計の挙動にやや外側に押し出し傾向が生じており，その傾向は深

度 70～80m 付近に達しているが，地表面部には目視で確認できるほどの変状はなく，水田

への影響は生じていない． 

 

４-８-４ 盛土の施工速度 

Area3のシート式真空圧密工法で盛土の施工速度の向上を試みたところ，1日当り約 0.2m

の実績を得たが，側方流動の兆候を確認した．盛土の施工速度は 1 日当り 0.15m 程度が妥

当であるものと判断する． 

 

表 ４-１４ 試験工事の結果の概括 
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４-９ 本体工の設計方針 

図 ４-３８に，東北中央自動車道の本体盛土のうち，白竜湖軟弱地盤通過範囲における設

計方針の概要（概念図）を示す．白竜湖軟弱地盤は，東北中央自動車道の中心側線で言えば

終点側ほど道路建設，特に盛土構築には適さない地盤となる．その一方，終端（北端）から

約 600 mの範囲は基岩層（凝灰岩層）の存在を確認しており，この範囲は橋梁で通過する計

画とすることが可能である．また，この橋梁部より起点側（南側）については基岩層の深度

が 100 m を超えているが，今回の試験工事の結果から盛土構築が十分可能であるものと判

断し，約 2 kmの延長で真空圧密工法を併用した盛土構造を採用する計画とした．道路計画

高はインターチェンジ部を除く平均で約 4.4mと低盛土であるが，地盤の悪い終点側の橋梁

部に向けて盛土高を高くしていく必要がある（図３-３の(b)の範囲）．このため，試験工事の

施工範囲から橋梁部までの間は，盛土高が徐々に高くなるうえ，盛土を構築する上での条件

が徐々に悪くなるという状況にあり，特に留意が必要である．  

 

４-９-１ 改良対象深度 

図 ４-３８に示した盛土の計画概要図は，道路横断方向の断面を示したもので，試験工事

の施工範囲を含み起点側（南側）を Type A，試験盛土施工範囲より終点側（北側）を Type 

B として区分して示してある．Type A については，Area1，Area2 の動態観測結果で顕著な

沈下挙動が深度 20 m付近までであり，更新統での間隙水圧の変動も小さかったため，完新

統の粘性土（Ac）までを改良対象層とした．鉛直ドレーンの打設深度は，12 ～15 mになる．

Type A の軟弱地盤対策工法は，盛土着手前に目標の負圧に到達させることを条件に，シー

ト式真空圧密工法，キャップ式真空圧密工法のどちらでも採用できるものとした． 図 ４-３

８（a）では，シート式真空圧密工法を採用した場合の例を示しているが，実際には本体工

事を担当した施工業者はすべての範囲でシート式真空圧密工法を採用している．  

Type B については，特に注意が必要な図３-３の（b）の範囲が対象となるうえ，Area3の

動態観測結果で深度 30 m 付近まで顕著な沈下挙動を示したこと，並びに更新統粘性土第 2

層（Dc2）で間隙水圧の変動があったことから当該土層までを改良対象層と考えた．その結

果，この区間の鉛直ドレーン打設深度は 35 m（作業基盤の敷砂を含めると 36 m）に達する

ことになった．なお，この区間についてはシート式真空圧密工法を採用し，十分に負圧を載

荷するものとした．また，橋台背面部にかけて盛土高が高く（約 7 m）なるため，盛土の安

定性を考慮して押え盛土を併設するものとした． 

鉛直ドレーンの打設間隔は，道路縦横断方向とも 1.0 mで両タイプ同一とした． 

 

４-９-２ 周辺地盤の変状抑制 

試験盛土では側道部を含めて事業用地全幅を改良対象範囲としていたが，Area2 で改良端

部の沈下が少なく周辺地盤の変状を緩和したことから，本体工については盛土の直下のみ

を改良対象範囲として周囲の水田からの離隔を確保した．また，Area1とArea3の比較から，
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矢板等で真空圧密工法の改良範囲と周辺地盤との間に縁切りを施すことが周辺地盤の変状

の抑制に効果的であったと考える．本線盛土の両側には側道を設ける計画であるが，工事期

間中はこの側道を工事用道路として利用するため，土運搬に耐えられる程度に堅固に構築

する必要がある．一方で，周辺地盤の変状抑制の観点から，真空圧密工法による改良範囲か

ら側道部を除外して改良範囲と水田の離隔を取るため，側道部は未改良範囲となる．側道部

を工事用道路として利用するためには，水田への影響の少ない別な方法による改良を施さ

ねばならない．このため，側道部を Apc 層までを対象にセメント混合処理を先行実施して

連続壁を構築し，Area1 の矢板と同様に周辺地盤との縁切り効果を期待するとともに，堅固

な工事用道路の基盤を設けてしまう計画とした．なお，このセメント改良については，Area3

において発生した改良範囲外の間隙水圧の変動の状況（図 ４-２０）を勘案し，試験工事区

間より終点側の範囲では Apc 層の下の砂層（As）を遮水する効果も期待することとした．

このため，当該範囲のセメント改良は事業用地の外周部で完新統粘性土（Ac）に達する深度

（13 m）まで施工するものとしている（図 ４-３８の Type B）． 

作業基盤については，敷網と厚さ 0.3 m の敷砂では一部で不陸が生じたため，Type A，

Type B とも敷砂の厚さを 1 mに変更し，代わりに敷網は不採用とした． 

 

 

図 ４-３８ 白竜湖軟弱地盤における盛土計画概要（概念図） 

 

表 ４-１５ 白竜湖軟弱地盤における盛土計画概要 
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４-９-３ 長期沈下への対応 

図 ４-３９に，工事中の盛土の形状に関する概念図を示す．長期沈下への対応として，白

竜湖軟弱地盤における高速道路本体盛土の天端幅員については，一般部で供用開始から 5年

後，橋台すり付け部で 20年後の沈下量を見越して余裕を持たせるものとした．さらに，土

工仕上がり時の盛土高さは道路計画高相当まで余盛りすることとした．これにより，舗装相

当の荷重を予め載荷する計画としている．工事期間中，計画どおりに沈下が進行した場合あ

るいは計画の沈下量以下だった場合は，余盛部分を剥ぎ取って舗装を仕上げる．計画を超え

て沈下が進行した場合は，剥ぎ取り量を調整して，必要であれば軽量骨材等の採用を検討す

るものとした． 

白竜湖軟弱地盤では，簡単に言えば 3mの高さの盛土を構築しようとすると 3mの沈下を

覚悟しなければならない（図 ４-１２）．長期沈下量については，予測手法が確立されてい

ないため，当該地盤のように大きな変形量を予測する場合，手法により大きな差が生じるも

のと考えた．このため，複数の有限要素解析手法による予測結果を比較したところ，何れも

大差がないことを確認した．さらに，供用開始 20年後の沈下量の予測結果の最大値は， tlog

法の推定値と概ね等しく（表 ４-１３），供用後に十分に管理できる程度であった．これま

で，高速道路盛土では慣用手法による推定値を大幅に上回る長期沈下が生じて問題となる

場合があったが，今回の試験工事の観測結果を複数の解析手法に反映して長期沈下量を予

測しても，慣用手法の推定値を顕著に超える長期沈下量は予測できなかった．この結果は，

それぞれの解析手法に精通した技術者が細心の注意を払い，それぞれの解析コードに最新

の知見を取り入れて求めた結果である．この結果から，白竜湖軟弱地盤における高速道路盛

土の設計に当たっては，これまでどおり tlog 法で長期沈下量を見積もれば良いものと判断

した． 

 

図 ４-３９ 盛土の施工形状の考え方（概念図） 
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図 ４-４０に，STA.7付近（国道横過部）より北側の範囲について，真空圧密工法による

地盤改良深度を概念的に示した．東北中央自動車道の中心線に沿った土層断面図に，鉛直ド

レーンの概ねの打設深度を追記したものである．表 ４-１５の配置を再現すると図 ４-４０

のとおりとなる．試験工事の施工範囲は，鉛直ドレーンの打設深度が 7.0～7.9m に過ぎず，

Type A と比較しても半分程度の改良深度となる．各エリア間は約 50～60mの離隔があるが

この範囲は Type A を配置している．さらに，Area3のすぐ北側は Type B の範囲となり，改

良深度に極端な差が生じている．このため，試験施工範囲の近傍の範囲で施工を開始すると

伴に，各試験盛土が再び沈下挙動を示すはずである．試験施工範囲の近傍の範囲で施工を開

始した際は，試験盛土の挙動を良く観察し，負圧停止時期等を見極める必要がある．特に

Area3については，鉛直ドレーンの打設深度が他のエリアに比べて浅かった可能性や過剰間

隙水圧の消散やや不十分だった可能性もあり，沈下速度も他よりやや大きいため，留意が必

要である．４-６で予測した以上の長期沈下が生じる可能性も否めないが，Area3 の両隣の範

囲で十分な負圧載荷を施すことで，そのリスクを排除できるものと考える． 

当該区間の供用開始は，2018 年度の予定であるが，試験工事を施工した範囲は，負圧載

荷停止から 5年程度の放置期間を確保できる．試験工事の都合上，不十分な施工となった点

もあるが，時間を有効に活用すれば供用開始に十分に備えることが可能なはずである． 

 

 

図 ４-４０ 改良対象深度の概念図 
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